
令和 7 年度（2025年度）

姫路市資産税課償却資産担当

償却資産（固定資産税）
申告の手引き

償却資産（固定資産税）
申告の手引き

〒670-8501

姫路市安田四丁目１番地

姫路市役所　資産税課

償却資産担当　行

※申告書等を郵送で提出される際に切り
　取り、封筒に貼ってご使用ください。

市税につきましては、平素より格別のご協力をいただき、厚くお礼申しあげます。

さて、法人や個人で、工場や商店・共同住宅などを経営され、その事業のために使用している資産（構築物、機
械装置、船舶、工具・器具・備品などの償却資産）をお持ちの方には、毎年１月１日現在の姫路市内にある資産の

所有状況を申告していただくことになっております（地方税法第３８３条）。
また、姫路市では、事業のために使用している資産をお持ちでない場合でも、申告書の提出をお願いしています。

つきましては、この「申告の手引き」をご参照の上、申告書を作成し、期限（令和７年１月３１日）までに姫路市資産

税課へ提出してください。

申告書の右上に宛名番号が印字され
ている方は、問い合わせの際に宛名
番号をお伝えください。

宛名番号控欄

姫路市イメージキャラクター

■　提出・お問い合わせ先　■

兵庫県姫路市安田四丁目1番地
姫路市役所資産税課　償却資産担当

提出期限 は 令和7 年1月31日（金）です。
期限間近は大変混雑しますので、できるだけ1月17日（金）までにお願いします。



○　申告書の提出方法

償却資産の申告について
償却資産のあらまし
償却資産課税のしくみ
課税標準の特例

……P3
…………P4
………P8

国税との比較
不動産賃貸業を営まれている方へ

≪付録≫ 各資産の耐用年数
※マイナンバーの記載に係る本人確認について

償却資産申告書の書き方

　　市役所本庁２階１５番窓口(資産税課償却資産担当)にご提出ください。

支所、駅前市役所、出張所、地域事務所、サービスセンターにご提出ください。

　　※　上記出先機関では受付印を押印できません。予めご了承ください。

　　１枚目(提出用)を送付し、２枚目(控用)はお手元に保管してください。

※　控えに受付印が必要な場合は、２枚目(控用)と切手を貼った返信用封筒を同封して

ください。

※　申告書を郵送で提出される場合に、宛先として使用していただけるラベルを表紙に

印刷してありますので、切り取ってご利用ください。

○　申告書の提出期限

令和７年１月３１日（金）です。
期限間近は大変混雑しますので、できるだけ１月１７日(金)までにご提出くださいますよう、ご協力をお願いします。

eLTAXをご利用にあたっての詳細は、地方税共同機構のホームページ
（https://www.eltax.lta.go.jp）をご覧ください。

お電話でのお問い合わせは、eLTAXヘルプデスク
9:00～17:00（土・日・休祝日及び年末年始を除く）

～エルタックスご利用のご案内～

姫路市では、「eLTAX」（エルタックス）を利用した市税の電子申告等の受付を行っています。

　申告書の記載例「７．償却資産申告書の書き方」（P１４〜P１９）をご参照の上、下記提出書類に必

要事項を記入し、提出してください。なお、申告書は複写になっています。ご提出の際は、１枚目

の提出用のみを提出してください。

は

・償却資産申告書
・種類別明細書（増加資産・全資産用）

提出書類

・令和７年１月１日現在、姫路市内に所有している全ての償却資産を申告してください。
・償却資産をお持ちでない方は、申告書の備考欄の「□該当資産なし」にチェックしてください。

注 意 点

・償却資産申告書
・種類別明細書（増加資産・全資産用）

提出書類

・申告書の備考欄に相続・合併した旨及び当該年月日と被相続人や被合併法人の氏名・名称、
住所・所在地を記入し、提出してください。

注 意 点

・償却資産申告書
・種類別明細書（減少資産用）

提出書類

・申告書の備考欄に廃業・解散・休業された旨及び当該年月日を記入し、提出してください。注 意 点

・償却資産申告書（本市送付のもの）
・種類別明細書（自社電算機により打ち出されたもの）

提出書類

・令和７年１月１日現在、姫路市内に所有している全ての償却資産を申告してください。
・自社電算機により、全資産申告をされる場合でも、本市から送付した申告書は必ず添付

してください。
注 意 点

・償却資産申告書
・種類別明細書（増加資産・全資産用）
・種類別明細書（減少資産用）

提出書類

・前年中（令和６年１月２日から令和７年１月１日まで）に増加・減少した資産をそれぞれの種類
別明細書に記入してください。

・前年より前に取得した資産で、申告漏れの資産がある場合は、種類別明細書（増加資産・
全資産用）の摘要欄に「申告もれ」と記入してください。

注 意 点

等を科

　令和７年1月1日現在、姫路市内に事業用の償却資産（次頁以降を参照）を所有している個人または
法人です。例えば、工場、商店、アパート、駐車場、事務所、事業用の設備などを所有している方が該当します。

※姫路市では、事業のために使用している資産をお持ちでない場合でも、申告書の提出をお願いしています。

　なお、1月1日以降、廃業などで事業を廃止された場合であっても、1月1日現在で事業用資産を

所有されていれば、当該年度の課税対象になります。

P１１

P１２

P１４

・
ックし、申告書のみを提出してください。
姫路市に申告した内容に変動がない場合は、申告書の備考欄の「□資産の増減なし」にチェ



　償却資産とは、土地・家屋以外の事業用資産で、その減価償却額又は減価償却費が法人税法又は

所得税法の規定による所得の計算上、損金又は必要な経費に算入されるものです。

　具体的には、商店や工場を経営されている方や、不動産賃貸業を営まれている方などがその事

業で使用する資産のことをいいます。

　ただし、無形減価償却資産（ソフトウェアなど）や自動車税・軽自動車税の課税対象である車

両などは対象から除かれますので、ご注意ください（P７参照）。

　下記はおもな資産の例示です。詳しくは償却資産担当（０７９−２２１−２２７３）までお問

い合わせください。

舗装路面、看板（広告塔等）、外構工事（門、塀、庭園、外灯等）、固定

資産税上家屋として評価されない建物（自転車置場、簡易プレハブ建物、

テント倉庫等）など

各種製造業の製造機械、建設機械（クレーン等）、運搬設備（ベルトコンベ

アー等）、事業用太陽光発電設備、立体駐車場の機械装置および動力設備など

フォークリフト・ショベルローダーなどの大型特殊自動車

（車種番号が９・９０〜９９・９００〜９９９あるいは０・００〜０９・０００〜０９９に

なるもの）

パソコン、コピー機、電話機、看板（ネオンサイン等）、金庫、医療機器、

理美容機器、娯楽・スポーツ器具、自動販売機、陳列ケース、テレビ、音響

機器、ルームエアコン、冷蔵庫、製氷機、洗濯機・乾燥機、応接セット（机、

椅子等）、カーテン、じゅうたん、室内装飾品など

一般船舶、漁船、モーターボート、ヨット、遊覧船など

飛行機、ヘリコプター、グライダーなど

２.償却資産のあらまし
○　償却資産とは

償却資産として申告が必要な資産の具体例

資産の種類

１ 構　築　物

２ 機械・装置

３ 船 　　 舶

６ 工具・器具
　 及 び 備 品

４ 航　空　機

５ 車両・運搬具

固定資
産税上

税　務
会計上

申 告 が 必 要 な 資 産 例

（※2）

　自己所有家屋に取り付けた建物附属設備は、固定資産税の取扱い上、次により家屋と償却資産

とに区分して課税されます。詳細な資産の内容は、下記の「家屋と償却資産の区分表」をご参照

ください。

　建物附属設備を新たに取り付けた場合、固定資産税においては、それらの設備を家屋と償却資

産に区分して評価します。なお、家屋と設備等の所有関係によって、下記のように取り扱いが異な

りますのでご注意ください。

償却資産とするもの：

家 屋 と す る も の：

単に移動を防止する程度に家屋に取り付けられたもの。（ルームエアコン等）

独立した機器としての性格の強いもの。（受変電・発電機・蓄電池設備等）

特定の生産又は業務用設備。（工場の生産事業に供される電気設備・ガス設

備・給排水設備、ホテルや病院における営業用の厨房設備・洗濯設備等）

家屋の所有者が所有し、家屋と構造上一体となって家屋の効用を高める電

気設備、ガス設備、給排水設備、衛生設備、消火設備、空調設備、塵芥処

理設備等。

※但し、テナントが賃借している家屋にこれらの設備を取り付けた場合（特

定附帯設備といいます。下記（２）参照）は、償却資産としてこれらの設備を

取り付けた方に課税されるため、テナントの方の申告が必要です。

○　建物附属設備・特定附帯設備の取扱いについて

（1）　家屋と設備等の所有関係が同じ場合（自己所有の建物に設備等を取り付けた場合）

　家屋の賃借人（テナント）などの家屋の所有者以外の者が、その事業の用に供するために取り

付けた建築設備（電気設備、ガス設備、給排水設備、衛生設備等）や内装設備（外壁、内壁、天

井、床仕上げ等）は、取り付けた方（賃借人等）が償却資産として申告する必要があります※。

（地方税法第３４３条第１０項、姫路市市税条例第３６条第７項）詳細な資産の内容は「家屋と償却資産の
区分表」をご参照ください。
※但し、平成１６年６月２４日までに取得したものは、分離課税の届出書が提出されている場合のみ上記取り扱いとなります。

（2）　家屋と設備等の所有関係が異なる場合（テナント等が他人所有の建物に設備等を取り付けた場合）

（3）　家屋と償却資産の区分表

（注）特定の生産又は業務用設備については、上記の区分に関わらず、償却資産として課税されます。

受変電設備、発電機設備、蓄電池設備

設備等の内容

○

家屋と設備等の所有関係
同じ場合

家屋 償却資産
異なる場合
家屋 償却資産

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

動力配線設備

中央監視設備

電灯コンセント設備、照明器具設備（屋外）

電灯コンセント設備、照明器具設備（屋内）

ガス設備（屋内）、給排水設備（屋内）、衛生設備 

空調設備（家屋と構造上一体のもの）

消火栓設備、スプリンクラー設備

エレベーター、エスカレーター、ダムウェーター

広告塔、ネオンサイン、袖看板

床、壁、天井仕上、店舗造作等

外構工事（門、塀、緑化施設等）

（主な設備等の例示です。詳細は、償却資産担当（０７９−２２１−２２７３）までお問い合わせください）

（申告が必要です）

（申告は不要です）

※１ 建物附属設備には、家屋として課税されるものと償却資産として課税されるものがあります。（次頁参照）

※２ 自動車税・軽自動車税の対象となる車両は申告不要です。

・受変電設備のうち、変圧器・受変電盤など

・発電機設備のうち、発電機・操作盤など

・蓄電池設備のうち、蓄電池・配電盤など

・動力配線設備のうち、工場等における機械の動力源としての電気設備など

・内装設備（賃借人など家屋の所有者以外の者が取り付けた場合に限る）

　詳しくは、次頁「建物附属設備・特定附帯設備の取扱いについて」を参照

してください。

建物附
属設備
 （※1）



○　申告にあたり、注意が必要となるもの

　税務会計上、資本的支出として資産計上したもの。本体部とは別に新たな

資産の取得として扱います。

　帳簿に記載されていない資産。簿 外 資 産

　次のような資産も、令和７年１月１日現在、事業の用に供することができる状態であれば、申告の対象
となります。

○　所有権留保付売買（割賦販売など）について

　所有権が売主に留保されている場合であっても、原則として買主の方が申告することとなります。

○　リース資産について

　リース資産は、その契約の内容により、貸主の方に申告していただく場合と、借主の方に申告

していただく場合にわかれます。大きく分類すると以下の表のようになりますので、これに基づき、

申告して下さい。

1

　すでに減価償却を終わり、備忘価額（１円）となっている資産。償 却 済 資 産

　現在は稼働していないが、いつでも事業の用に供しうる状態にある資産。遊休・未稼働資産

資 本 的 支 出

　建設仮勘定で経理されている資産であっても、令和７年１月１日 現在、その

一部または全部を事業の用に供しているもの。

リース契約の内容 償却資産の申告が必要な方

通常の賃貸借契約によるリース資産

(所有権移転外ファイナンス・リース（※１）など）
貸主

売買にあたるようなリース資産（※２） 原則として借主

建設仮勘定の資産

　フォークリフトなどで車種別番号が９・９０〜９９・９００〜９９９あるいは

０・００〜０９・０００〜０９９になるもの。
大型特殊自動車

　所有者が事業として他人に貸し付けている資産。なお、貸付資産は契約の

内容によって申告すべき方が異なります。（下記「リース資産について」を

参照）
貸 付 資 産

　赤字決算などのため減価償却を行っていない場合でも、本来減価償却が

可能な資産。
減価償却を行って
い な い 資 産

　取得価額２０万円未満のものであっても、資産として計上し、個別に減価償却
を行っているもの。※

少額の減価償却資産

即 時 償 却 資 産

※１　所有権移転外ファイナンス・リースについて、国税においては、平成２０年４月１日以降に契約を締結した
　　　ものは、原則として売買に準じた方法により借主が減価償却を行うものとされましたが、固定資産税（償却資産）
　　　においては、従来どおりリース会社等の資産の貸主（所有者）が、当該資産を申告する必要があります。

※２　売買にあたるようなリースとは、ファイナンス・リースのうちリース期間経過後にその資産を無償または
名目的な対価による譲渡、または無償と変わらない名目的な再リース料で再リースする条件のリース取引です。

※印については、次頁「少額減価償却資産の取扱いについて」も参照してください。

　特許権・営業権・漁業権・電話加入権・ソフトウェアなど。無形減価償却資産

　開業費・開発費など。繰 延 資 産

　商品・貯蔵品など。棚 卸 資 産

　小型特殊自動車に該当するフォークリフトなどは、ナンバープレートの交

付を受けずに、事業所構内のみで使用する場合であっても軽自動車税の対象

となります。

☞軽自動車税のお問い合わせは税務部総合窓口（TEL：０７９−２２１−２２５７）

自動車税または
軽自動車税の課税
対象となるもの

　税務会計上、一時損金算入の処理をした資産または一括償却の処理をした

資産など。（下記「少額減価償却資産の取扱いについて」参照）

少額である資産その
他政令で定める資産

○　申告の必要がない資産

　下記のような資産は償却資産の対象ではないので、申告の必要はありません。

少額減価償却資産の取扱いについて

　地方税法第３４１条第４号・地方税法施行令第４９条の規定により、固定資産税（償却資産）の申告

の対象から除かれるいわゆる「少額資産」とは、次の①〜③に示すものをいいます。

　このことから、租税特別措置法の規定により、中小企業者等の特例を適用して損金（必要経費）に
算入した資産や、少額であっても、国税上、上記①・②の処理を行わずに個別に減価償却している
資産は固定資産税（償却資産）の申告の対象となりますので、ご注意ください。

個別減価償却（※１）

１０万円未満
１０万円以上

２０万円未満

２０万円以上

３０万円未満
３０万円以上

○ ○ ○ ○

中小企業特例（※２） ○ ○ ○

一時損金算入（※３） −上記① ×

３年一括償却（※４） −上記② × ×

※１　個人の方は、１０万円未満の資産はすべて必要経費となるため、個別に減価償却することはありません。
※２　租税特別措置法第２８条の２、第６７条の５（取得価額１０万円未満の資産については、平成１５年４月１日から

平成１８年３月３１日までの取得分のみ。）
※３　法人税法施行令第１３３条、所得税法施行令第１３８条
※４　法人税法施行令第１３３条の２、所得税法施行令第１３９条
※５　消費税については、税務会計上、税込経理方式の方は税込みで、税抜経理方式の方は税抜きで取得価額を
　　　判定します。　

①耐用年数１年未満又は取得価額１０万円未満の資産のうち、一時に損金（必要経費）に算入されるもの。

②取得価額が２０万円未満の資産のうち、３年間で一括して損金（必要経費）に算入されるもの。

③平成２０年４月１日以降に締結されたリース契約のうち、法人税法第６４条の２第１項又は所得税法第６７
　条の２第１項に規定するリース資産で、当該リース資産の所有者が当該リース資産を取得した際における取得
　価額が２０万円未満の資産。（ （

償却方法

取得価額（※５）

○：申告必要、×：申告不要

　租税特別措置法の規定を利用し、即時償却等をしたもの。

（例）・中小企業者等の少額資産の損金算入の特例適用資産※

　　　・中小企業経営強化税制適用資産

　申告の際には、税務会計上、通常付すべき耐用年数で申告してください。



る

税率は です。

　また、地方税法第３５４条の２に基づき、所得税又は法人税に関する書類について閲覧を行う

ことがあります。

　なお、調査により、遡及して修正申告をお願いする場合があります。（地方税法第１７条の５第

５項の規定により５年間）

ので、

『固定資産評価基準』別表第15より作成

r：耐用年数に応ずる減価率（下記の表を参照）

２

耐 用
年 数

前 年 中
取 得

前 年 前
取 得

０.６８４

減 価 率
減 価 残 存 率

r １-r/２ １-r

耐 用
年 数

前 年 中
取 得

前 年 前
取 得

減 価 率
減 価 残 存 率

r １-r/２ １-r

耐 用
年 数

前 年 中
取 得

前 年 前
取 得

減 価 率
減 価 残 存 率

r １-r/２ １-r
８５６.０ ６１３.０ １９ ４１１.０ ３４９.０ ０.８８６ ３６ ８３９.０９６９.０２６０.０

３ ６３５.０ ２３７.０ ４６４.０ ２０ ９０１.０ ５４９.０ ０.８９１ ３７ ０４９.００７９.００６０.０
４ ８３４.０ １８７.０ ２６５.０ ２１ ４０１.０ ８４９.０ ０.８９６ ３８ １４９.００７９.０９５０.０
５ ９６３.０ ０.８１５ １３６.０ ２２ １０９.００５９.０９９０.０ ３９ ３４９.０１７９.０７５０.０
６ ９１３.０ ０.８４０ １８６.０ ２３ ５０９.０２５９.０５９０.０ ４０ ４４９.０２７９.０６５０.０
７ ０.２８０ ０.８６０ ０２７.０ ２４ ８０９.０４５９.０２９０.０ ４１ ５４９.０２７９.０５５０.０
８ ０.２５０ ０５７.０５７８.０ ２５ ２１９.０６５９.０８８０.０ ４２ ７４９.０３７９.０３５０.０
９ ０.２２６ ０.８８７ ４７７.０ ２６ ７５９.０５８０.０ ５１９.０ ４３ ８４９.０４７９.０２５０.０

１０ ０.２０６ ０.８９７ ４９７.０ ２７ ８１９.０９５９.０２８０.０ ４４ ９４９.０４７９.０１５０.０
１１ ９８１.０ ５０９.０ ０.８１１ ２８ １２９.００６９.０９７０.０ ４５ ０５９.０５７９.００５０.０
１２ ５７１.０ ２１９.０ ０.８２５ ２９ ４２９.０２６９.０６７０.０ ４６ １５９.０５７９.０９４０.０
１３ ２６１.０ ９１９.０ ０.８３８ ３０ ６２９.０３６９.０４７０.０ ４７ ２５９.０６７９.０８４０.０
１４ ２５１.０ ４２９.０ ０.８４８ ３１ ８２９.０４６９.０２７０.０ ４８ ３５９.０６７９.０７４０.０
１５ ２４１.０ ９２９.０ ０.８５８ ３２ １３９.０５６９.０９６０.０ ４９ ４５９.０７７９.０６４０.０
１６ ４３１.０ ３３９.０ ０.８６６ ３３ ３３９.０６６９.０７６０.０ ５０ ５５９.０７７９.０５４０.０
１７ ７２１.０ ６３９.０ ０.８７３ ３４ ４３９.０７６９.０６６０.０ ５１ ６５９.０８７９.０４４０.０
１８ ０２１.０ ０４９.０ ０.８８０ ３５ ６３９.０８６９.０４６０.０ ５２ ７５９.０８７９.０３４０.０

取得価額×（ 1 　  ） 前 年 度 評 価 額×（ 1 ̶ r ）

耐用年数に応ずる減価率・減価残存率表

前年中に取得した資産の評価額 前年前に取得した資産の評価額
r

１　課税標準額の計算

２　税額の計算  ⇒

３　令和７年度　税額の計算例

評価額の合計 ＝ 決定価格 ＝ 課税標準額（特例資産がない場合）

２
r

※　点線枠内の　は小数点以下第４位を四捨五入、評価額の計算結果は小数点以下を切り捨て

上記の計算式で算出した「各資産の評価額の合計」が「課税標準額」になります。

※ 課税標準の特例が適用される場合は、特例該当資産の評価額に特例率を乗じた額を基に課税標準額を計算します。

１,０００円未満を切り捨て、税率１.４％を掛けます。 ２２２,８６ ＝ ４１０.０ × ０００,３７８,４

１００円未満を切り捨てます。 ６８,２２２ → ６８,２００円（税額）

※ 土地・家屋をお持ちの場合はそれぞれの課税標準額を合算してから、１,０００円未満を切り捨てます。

※　課税標準額が１５０万円（免税点）未満の場合は、課税されません。（P８参照）

課税標準額（1,000円未満切り捨て）  ×  税率（1.4％）  ＝  税額（100円未満切り捨て）

資産の名称等 取得年月 取得価額 耐用年数 減価率 合　計令和７年度  評価額

舗装路面
（コンクリート敷）

ルームエアコン

令和６年９月

令和５年５月

１５年

６年

２４１.０

０.３１９

（×０００,０００,５ １− ２／２４１.０ ）
　　　　　　　　　 ０００,５４６,４ =

（前年度評価額）

円０００,０００,５

円０００,００４

（Ｒ７年度評価額）

（Ｒ７年度評価額）

（Ｒ６年度評価額）

（Ｒ７年度評価額）

４,８７３,８１６（×０００,００４ １−０.３１９／２）
　　　　　　　　　 ０００,６３３ =

（×０００,６３３ １−０.３１９）
　　　　　　　　　= ２２８,８１６



(1)　上に挙げた資産以外にも、特例の適用を受けることができる資産及び、特例措置に変更がある資産があります。
（なお、上に挙げた資産でも特例率が異なる場合があります。）

(2)　上に挙げた資産について、適用のための要件が別に定められています。
(3)　地方税法の一部改正により、特例率・期限・対象資産が変更になる場合があります。
※特例の適用を受ける場合は、別に特例適用申請書、それを証明する書類（届出書、図面などの写しなど）を提出して
　ください。

特例についてのお問い合わせや、特例適用申請書のご請求は、償却資産担当（ ）までお願いします。

　課税標準の特例が適用される資産は、地方税法第３４９条の３および本法附則第１５条などに規

定されています。（下表一部抜粋）

※注意点

特例適用資産（一部抜粋）
適用条項 特例率対 象 施 設 ・ 設 備 等

第１号 １／２
｢水質汚濁防止法｣等に規定する施設を設置する工場又は事業所の汚水又は
廃液処理施設

第５号 ４／５公共下水道除害施設（｢下水道法｣に規定する者が設置した施設）
項
2
第地方税

法附則
第15条

令和６年１０月１日現在

１／２
内航船舶
※専ら遊覧の用に供する船舶、快遊船、遊漁船、モーターボート競走法の
　規定によるモーターボート競走の用に供するモーターボートを除く。

第
5
項

地方税
法第3
4 9 条
の3

地方税法附則
第15条第44項

詳しくは、資産税課のホームページをご覧ください。
①、②は資産税課のホームページからダウンロードしていただくか、
償却資産担当(０７９-２２１-２２７３)までご請求ください。
※資産税課のホームページ（https://www.city.himeji.lg.jp/kurashi/0000000693.html）

①特例適用申請書
②特例申請書提出用確認シート
③先端設備等導入計画の申請書及び認定書の写し
④認定経営革新等支援機関による投資計画に関する確認書の写し
⑤従業員へ賃上げ方針を表明したことを証する書面の写し
（賃上げ表明をした場合）

※リース会社が申請する場合は、上記に併せて｢固定資産税軽減計算
　書｣及び｢リース契約書の写し｣

〈提出書類〉

〈適用期間〉

｢先端設備等導入計画｣内で賃上げ表明

なし

あり

資産の取得時期

R５.４.１〜 R７.３.３１

R５.４.１〜 R６.３.３１

R６.４.１〜 R７.３.３１

適用期間

３年間

５年間

４年間

１／２

１／３

中小事業者等が姫路市産業振興課から認定を受けた｢先端設備等導入計画｣
に基づき新たに取得した一定の設備等

（注）先端設備等については、｢先端設備等導入計画｣の認定後に取得す
ることが【必須】であり、設備取得後に計画申請を認める特例は
ございませんのでご注意ください！

　令和６年１月２日から令和７年１月１日までの間に、耐用年数の短縮または増加償却を適用した資産が

ある場合は、税務署長または国税局長に提出した 届出または承認申請書の写しを提出してください。

これらの資産については、税務計算の取り扱いに準じて評価額が算出されます。

１　国税（所得税・法人税など）との比較表

２　耐用年数の短縮または増加償却を適用した資産

定率法・定額法の選択制

償 却 計 算 の 期 間 　事業年度 　暦年（賦課期日制度）

　月割償却 　半年償却（1/2）

　認められます。 　認められません。

　認められます。 　認められません。

　認められます。 　認められます。

　備忘価額（１円）まで 　取得価額の５％

　認められます。
　認められます。（申告の必要
はありません。）

　認められます。
　認められません。（申告して
ください。）・・・P6参照

　原則として、区分評価

　（一部、合算評価も可）

　区分評価（改良を加えられた
資産と改良費を区分して評価し
ます。）

減 価 償 却 の 方 法

前年中の新規取得資産

評価額の最低限度額

改 良 費

圧 縮 記 帳

一 括 償 却

特別償却・割増償却
（租税特別措置法）

即 時 償 却
（租税特別措置法）

増 加 償 却
（ 所 得 税・法 人 税 ）

項 目 国 税 の 取 り 扱 い 固定資産税の取り扱い

・平成２４年４月１日以降に取得された

資産：「２００％定率法」を適用

・平成１９年４月１日から平成２４年３月

３１日までに取得された資産：「２５０

％定率法」を適用

・平成１９年３月３１日以前に取得され

た資産：「旧定率法」を適用

　平成１０年４月以降に取得された

建物は定額法のみ
【定率法選択の場合】

定率法のみ
※　減価率は、固定資産評価基準別表

第１５「耐用年数に応ずる減価率表」

に規定

※　法人税法等の「旧定率法」で使用

する償却率と同様



　図に例示している事業用資産は、固定資産税（償却資産）の対象と
なりますので、申告をお願いします。（耐用年数はP２０参照）

例図1：

例図2：

屋　根

ブロック塀

側　溝

看　板

車止め

フェンス

外　灯

アスファルト舗装
コンクリート舗装

太陽光発電

営ま

12 13



７

「姫路市　償却資産申告書」で検索！

17

15

63 7　個人の方は１２桁の個人番号を、法人にあっては

１３桁の法人番号を右づめで記載してください。
償却資産を共有でお持ちの場合は、記載不要です。

　※増減申告の場合、この欄の合計額は
種類別明細書（減少資産用）の取得
価額の合計額と同じです。

　※増減申告の場合、この欄の合計額は
種類別明細書（増加資産用）の取得
価額の合計額と同じです。

8～14　それぞれ該当する方を○
で囲んでください。
　（わからない場合は空欄にして
おいてください。）

16　借用資産の有無について、該
当する方を○で囲んで下さい。
　※借用資産がある場合には貸主の
名称などを記入してください。

12345678901

18
①　前年中に資産の増減がない場合は「資産の増減なし」
②　該当資産がない場合は「該当資産なし」
③　廃業、休業、移転などがあった場合、その年月日
④ 資産の相続があった場合、相続人又は被相続人（※）の氏名・住所・電話番号・相続年月日
⑤ 法人の合併があった場合、合併法人又は被合併法人（※）の名称・本店所在地・合併年月日
⑥　添付書類の名称
⑦　その他、申告について参考となる事項
※ 左上の所有者欄（１・２）と異なる方

https://www.city.himeji.lg.jp/kurashi/0000000693.html

14 15

次のような事項を記入、または□を付けてください。



4～7 あらまし

「姫路市　償却資産申告書」で検索！
令和６

資産の数量を記入してください。

７

　記入する必要はありません。

※電算処理により、全資産申告さ

れる場合は記入してください。

12345678901

令和７

令 和

　資産の名称は２０字以内で
記入してください。

舗装路面

鉄筋

真空冷却機

機

真空冷却機Ver.Ⅱ

遮音塀

　資産を取得した年号および年月を記入し
てください。
※年号　昭和・・・３
　　　　平成・・・４（平成３１年４月３０日以前）
　　　　令和・・・５（令和元年５月１日以降）

https://www.city.himeji.lg.jp/kurashi/0000000693.html

16 17



※減少区分

「姫路市　償却資産申告書」で検索！

または

　減少した資産について『資

産一覧表』から資産の種類

（数字のみ転記）、資産コード

（抹消コード）および資産の名

称を転記してください。

※抹消コードは右詰めで記入

してください。

　資産一覧表より取得した
年号および年月を転記して
ください。
※年号

　次のような事項を記入
してください。
①今までの申告で減少
申告もれがある場合
は、次のように記入して
ください。

（例）「令和５.６　除却」

②減少区分「②一部」
に該当する場合は、次
のように記入してくだ
さい。

（例）
「当初取得価額501,000円
（数量5）のうち100,200円
（数量1）分が減少」

③その他、資産が減少し
たことについて、必要
な事項を記入してくだ
さい。

令和７令和６

７

令 和 ５

https://www.city.himeji.lg.jp/kurashi/0000000693.html
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の例示

構築物／コンクリート造又はコンクリートブ
ロック造のもの

構築物／コンクリート造又はコンクリートブ
ロック造のもの

建物／簡易建物／掘立造のもの及び仮設のもの

器具・備品／１１／主として金属製のもの

構築物／金属造のもの

建物／簡易建物／掘立造のもの及び仮設のもの

建物／金属造のもの

構築物／鉄骨・鉄筋コンクリート造又は鉄筋
コンクリート造のもの

構築物／金属造のもの（はね上げ橋を除く）

構築物／金属造のもの

１５



モノタイプ・写真・通信設備
その他の設備

フラットパネル用カラーフィ
ルター、偏光板・偏光板用
フィルム製造設備

純鉄、原鉄、ベースメタル、
フェロアロイ、鉄素形材・
鋳鉄管製造業用設備

フラットパネルディスプレイ、
半導体集積回路・半導体素
子製造設備

鉱業、採石業、
砂利採取業

柱上変圧器

製
製

板

（例示）

鋳鉄製導管以外の導管

石油・液化石油ガス卸売用
設備（貯そうを除く。）

ブルドーザー、パワーショベル
その他の自走式作業用機械
設備

映像・音声・文字情報制作業

その他の
小売業

ボウリング場用設備

製

製

ガソリン  液化石油ガス
スタンド設備

製

製

製



マイナンバーの記載に係る本人確認について

□　申告に応答する方の名前・連絡先は記入していますか　⇒　P１４・１５

□　取得年月日・取得価額・耐用年数は記入していますか　⇒　P１６・１７

□　申告書の「前年中に取得したもの（ハ）」と「前年中に減少したもの（ロ）」の合計と、

　　種類別明細書（増加資産用、減少資産用）の合計は一致していますか　⇒　P１４〜１９

□　控えの返信を希望される方は、返信用封筒に宛先を記入し切手を貼付しましたか

　記入漏れや不備があった場合、確認の電話をさせていただきます。適正な申告処理のため、
ご協力お願いいたします。

償却資産申告書提出前のチェックリスト！

②本人の代理人が申告書を提出する場合
　本人の番号確認資料・代理人の身元確認資料・代理権確認資料が必要です。おもな確認資料の

例示は以下の通りです。

本人の番号確認資料 代理権確認資料代理人の身元確認資料

個人番号カード（裏面）

通知カード

個人番号が記載された

住民票

委任状

税務代理権限証書

姫路市が印字し、本人宛に

発送した申告書　等

代理人の個人番号カード

代理人の運転免許証

代理人の税理士証票　等

電子証明書等で確認致しますので不要です。

窓口・郵送

　電子申告（eLTAX）

①本人が申告書を提出する場合
　番号確認資料および身元確認資料が必要です。おもな確認資料の例示は以下の通りです。

　※１  個人番号カードは番号確認・身元確認の両方の確認資料になります。

　※２ 通知カードの記載事項（氏名・住所等）が、住民票と完全に一致している場合のみ有効です。

個人番号カード※１（表面）

運転免許証

姫路市が印字し、本人宛に発送した申告書 等

電子証明書等で確認致しますので不要です。

番号確認資料 身元確認資料

窓口・郵送

　電子申告（eLTAX）

個人番号カード※１（裏面）

　 通知カード※２

個人番号が記載された住民票

　

１．本人確認資料の添付について
個人番号が記載された申告書をご提出いただく場合、番号法に定める本人確認を実施します。

申告書を提出する際は、以下の資料をご用意いただくようお願いします。
　法人の申告書をご提出いただく場合、本人確認は行いません。本人確認資料の持参・添付は不

要です。
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